
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 173,751,819,956   固定負債 101,854,721,020

    有形固定資産 160,032,112,807     地方債等 74,010,800,732

      事業用資産 68,313,370,152     長期未払金 -

        土地 26,806,451,261     退職手当引当金 6,599,177,809

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 3,089,552,405     その他 21,244,742,479

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 8,657,845,255

        建物 100,190,186,234     １年内償還予定地方債等 7,107,109,810

        建物減価償却累計額 -70,263,820,199     未払金 872,562,862

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,664,836,186     前受金 235,485

        工作物減価償却累計額 -1,550,246,603     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 530,364,825

        船舶 -     預り金 131,253,272

        船舶減価償却累計額 -     その他 16,319,001

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 110,512,566,275

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 180,319,413,721

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -103,610,680,696

        航空機 -   他団体出資等分 93,847,741

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 5,376,410,868

      インフラ資産 87,205,151,632

        土地 19,214,514,907

        土地減損損失累計額 -

        建物 3,688,519,233

        建物減価償却累計額 -1,418,630,607

        建物減損損失累計額 -

        工作物 133,122,029,481

        工作物減価償却累計額 -69,066,733,608

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,665,452,226

      物品 10,866,167,864

      物品減価償却累計額 -6,352,576,841

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 15,404,937

      ソフトウェア 10,960,411

      その他 4,444,526

    投資その他の資産 13,704,302,212

      投資及び出資金 256,121,003

        有価証券 1,932,853

        出資金 254,188,150

        その他 -

      長期延滞債権 409,556,332

      長期貸付金 588,438,871

      基金 12,371,046,882

        減債基金 4,037,376,014

        その他 8,333,670,868

      その他 107,529,700

      徴収不能引当金 -28,390,576

  流動資産 13,563,316,251

    現金預金 6,536,344,609

    未収金 452,109,889

    短期貸付金 88,069,000

    基金 6,479,524,765

      財政調整基金 6,479,524,765

      減債基金 -

    棚卸資産 25,911,368

    その他 1,315,090

    徴収不能引当金 -19,958,470

  繰延資産 10,834 純資産合計 76,802,580,766

資産合計 187,315,147,041 負債及び純資産合計 187,315,147,041

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 63,200,830

    その他 -

純行政コスト 78,994,881,786

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 292,974

  臨時利益 63,200,830

  臨時損失 72,230,817

    災害復旧事業費 9,333,995

    資産除売却損 62,603,848

    使用料及び手数料 2,119,365,534

    その他 1,107,853,775

純経常行政コスト 78,985,851,799

      社会保障給付 8,214,014,004

      その他 68,138,255

  経常収益 3,227,219,309

        その他 879,141,383

    移転費用 53,004,072,900

      補助金等 44,721,920,641

      その他の業務費用 1,521,352,790

        支払利息 610,639,031

        徴収不能引当金繰入額 31,572,376

        維持補修費 814,287,584

        減価償却費 5,916,774,424

        その他 -

        その他 1,260,292,232

      物件費等 18,374,503,412

        物件費 11,643,441,404

        職員給与費 7,031,872,640

        賞与等引当金繰入額 529,798,408

        退職手当引当金繰入額 491,178,726

  経常費用 82,213,071,108

    業務費用 29,208,998,208

      人件費 9,313,142,006

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 74,262,493,136 180,268,824,599 -106,102,034,141 95,702,678

  純行政コスト（△） -78,994,881,786 -78,992,660,527 -2,221,259

  財源 80,920,186,142 80,919,711,909 474,233

    税収等 46,451,472,490 46,451,294,841 177,649

    国県等補助金 34,468,713,652 34,468,417,068 296,584

  本年度差額 1,925,304,356 1,927,051,382 -1,747,026

  固定資産等の変動（内部変動） 1,072,955,897 -1,072,955,897

    有形固定資産等の増加 4,882,956,712 -4,882,956,712

    有形固定資産等の減少 -5,932,041,092 5,932,041,092

    貸付金・基金等の増加 4,788,424,308 -4,788,424,308

    貸付金・基金等の減少 -2,666,384,031 2,666,384,031

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -457,653,979 -457,653,979

  他団体出資等分の増加 -8,643 8,643

  他団体出資等分の減少 116,554 -116,554

  比例連結割合変更に伴う差額 -10,083,758 524,740 -10,608,498 -

  その他 1,082,521,011 -565,237,536 1,647,758,547

  本年度純資産変動額 2,540,087,630 50,589,122 2,491,353,445 -1,854,937

本年度末純資産残高 76,802,580,766 180,319,413,721 -103,610,680,696 93,847,741

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 138,402,444

本年度歳計外現金増減額 -8,111,358

本年度末歳計外現金残高 130,291,086

本年度末現金預金残高 6,536,344,609

財務活動収支 -3,180,901,077

本年度資金収支額 -999,536,178

前年度末資金残高 7,416,225,424

比例連結割合変更に伴う差額 -10,635,723

本年度末資金残高 6,406,053,523

    地方債等償還支出 7,056,039,248

    その他の支出 345,001

  財務活動収入 3,875,483,172

    地方債等発行収入 3,163,600,000

    その他の収入 711,883,172

    資産売却収入 63,200,830

    その他の収入 504,323,358

投資活動収支 -5,522,979,263

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,056,384,249

    その他の支出 601,000,000

  投資活動収入 3,444,584,096

    国県等補助金収入 825,473,505

    基金取崩収入 1,961,198,551

    貸付金元金回収収入 90,387,852

  投資活動支出 8,967,563,359

    公共施設等整備費支出 4,834,326,423

    基金積立金支出 3,519,476,865

    投資及び出資金支出 71

    貸付金支出 12,760,000

    災害復旧事業費支出 9,333,995

    その他の支出 292,974

  臨時収入 3,327,900

業務活動収支 7,704,344,162

【投資活動収支】

    税収等収入 46,436,367,688

    国県等補助金収入 33,643,240,147

    使用料及び手数料収入 2,134,290,832

    その他の収入 1,159,359,532

  臨時支出 9,626,969

    移転費用支出 53,004,237,404

      補助金等支出 44,721,880,741

      社会保障給付支出 8,214,014,004

      その他の支出 68,342,659

  業務収入 83,373,258,199

    業務費用支出 22,658,377,564

      人件費支出 9,115,105,108

      物件費等支出 12,067,682,329

      支払利息支出 610,639,031

      その他の支出 864,951,096

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 75,662,614,968
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I. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達価額 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。 

イ 昭和60 年度以後に取得したもの 

取得価額が判明しているもの････････････取得価額 

取得価額が不明なもの･･････････････････再調達価額 

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得価額が判明しているもの･･････････････取得価額 

取得価額が不明なもの････････････････････再調達価額 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

(売却価額は移動平均法により算定) 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得価額（又は償却原価法） 

 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

(売却価額は移動平均法により算定) 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

ただし、①～③すべて、実質価額の低下割合が 30％以上である場合、強制評価減を行っています。 

 

 

 

 

連結財務書類における注記 
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(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料、商品等･･････････････先入先出法による原価法。 

ただし、一部の連結団体(株式会社)においては、最終仕入原価法によっています。 

 

② 公有用地････････････････････個別法による原価法。 

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     6年～50年 

工作物    5年～75年 

物品     3年～15年 

ただし、一部の連結対象団体(地方公営企業会計、株式会社)の一部資産は取替法又は定率法によっ

ています。 

 

② 無形固定資産･･････････････････････････････定額法 

      ソフトウェア   5年 

 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率等により徴収不能見込額を計上

しています。ただし、一部の連結対象団体(株式会社)については、法人税法に規定する法定繰入率に

基づく繰入限度額によっています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい

ます。 

 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象団体については税抜方式

によっています。 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

該当なし 

 

III. 重要な後発事象 

該当なし 

 

IV. 偶発債務 

   該当なし 
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V. 追加情報 

(1) 連結対象団体（会計） 

団体(会計)名 区分 連結の方法 
比例連結

割合 

愛媛県市町総合事務組合 

（消防補償事業分） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 14.5% 

愛媛県地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.8% 

愛媛県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.8% 

株式会社西条産業情報支援センター 第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人西条市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結 － 

西条市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

公益財団法人佐伯記念育英会 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社ソラヤマいしづち 第三セクター等 全部連結 － 

※全体財務書類の連結対象団体（会計）に追加して上記の団体が含まれます。 

  連結方法は次の通りです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としております。 

② 地方三公社は、全て全部連結の対象としています。 

③ 第三セクター等は、出資割合が50％超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的

に主導的な立場を確保している団体を含みます。）について全部連結の対象としております。 

  

(2) 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が完了したものとして調整してい

ます。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

  表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

すべての普通財産 

イ 内訳 

事業用土地        98百万円 

 



①有形固定資産の明細 （単位：円）

5,906,914,571         160,032,112,807      合計 305,188,093,339      5,428,741,708         1,932,714,382         308,684,120,665      148,652,007,858      

-                          1,665,452,226         

 物品 11,473,382,706        222,631,345           829,846,187           10,866,167,864        6,352,576,841         566,098,609           4,513,591,023         

　　建設仮勘定 1,418,691,843         505,357,847           258,597,464           1,665,452,226         -                          

2,740,243,325         64,055,295,873        

　　その他 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　　工作物 132,091,980,569      1,110,938,870         80,889,958             133,122,029,481      69,066,733,608        

-                          19,214,514,907        

　　建物 3,534,216,496         262,061,488           107,758,751           3,688,519,233         1,418,630,607         109,376,882           2,269,888,626         

　　土地 18,704,781,383        552,916,646           43,183,122             19,214,514,907        -                          

-                          5,376,410,868         

 インフラ資産 155,749,670,291      2,431,274,851         490,429,295           157,690,515,847      70,485,364,215        2,849,620,207         87,205,151,632        

　　建設仮勘定 3,865,420,279         1,825,227,846         314,237,257           5,376,410,868         -                          

-                          -                          

　　その他 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　　航空機 -                          -                          -                          -                          -                          

-                          -                          

　　浮標等 -                          -                          -                          -                          -                          -                          -                          

　　船舶 -                          -                          -                          -                          -                          

2,208,913,087         29,926,366,035        

　　工作物 4,537,812,625         149,840,511           22,816,950             4,664,836,186         1,550,246,603         282,282,668           3,114,589,583         

　　建物 99,668,089,925        795,737,854           273,641,545           100,190,186,234      70,263,820,199        

-                          26,806,451,261        

　　立木竹 3,089,552,405         -                          -                          3,089,552,405         -                          -                          3,089,552,405         

　  土地 26,804,165,108        4,029,301               1,743,148               26,806,451,261        -                          

【様式第５号】

連結附属明細書（連結会計）
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 137,965,040,342      2,774,835,512         612,438,900           140,127,436,954      71,814,066,802        2,491,195,755         68,313,370,152        

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)


